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平成２３年度総合計画進行管理対象主要事業の進捗状況について 

 
Ⅰ 市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために 

No 項   目 
●２３ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

⇒平成２３年度事業内容の達成のための取組（１月末現在） 

●被災者等への支援策の推進 

⇒支援制度の新設・拡充等を行いながら，被災者等の生活再建に向けた支援を実施 

※【 】は１月末の実績件数 

４月～・制度の新設 

市営住宅への入居支援【17 戸（1/31 現在も 8世帯が入居）】 

民間賃貸住宅の家賃補助【6件】 など 

   ・制度の拡充 

住宅資金融資に係る利子補給【申請：51 件】 

小災害見舞金【支払済件数：14,758 件】 など 

・広報紙，ＨＰ等を通じ，市民等に各支援制度を周知（被災者支援特別号の発行等） 

・市民の不安解消や生活再建等の支援を行うため被災者相談窓口を設置【延人数：524 人】

   ・行政書士会と連携した被災者相談会の実施 

６月～・東北地方高速道路の無料開放に伴う被災証明書の発行【11 月末に発行終了：27,710 件】

●公共施設等の災害復旧の実施 

⇒各施設管理者において，被災した公共施設等の復旧を継続的に実施 

４月～・地区市民センター，学校，体育館，公立保育園等の応急修繕 

  ・道路の応急修繕 

   ・被害の甚大な学校における仮設校舎建設など 

１ 

総合的な震災対策の推進 

 

●危機管理体制の充実，強化 

⇒震災対応の課題及び今後の取組に関する検討 

５月～・災害対策本部の各部各班（各課）において課題の抽出 

６月 ・災害対策本部事務局（危機管理課）において課題の集約 

８月 ・地域防災計画見直しに向けた課題を整理し，全庁的に共有 

11 月 ・課題を踏まえた対応策・今後の取組方針等を決定（第 17 回災害対策本部会議） 

⇒放射線等問題に迅速・適切に対処するため，各種対策を検討・実施 

９月～・「放射線等対策分科会」を設置 

・保育所・幼稚園等の空間放射線測定の実施 

10 月 ・小中学校の空間放射線測定の実施 

・小中学校や保育所等の給食食材に係る放射性物質の自主検査の実施 

・除染ガイドラインの策定 

12 月 ・放射線量測定マップの作成・公表 

１月 ・小中学校や保育所等の調理済給食に係る放射性物質の検査実施 

２ 

高齢者施設・障がい福祉施

設の整備促進 

 

●高齢者施設の整備促進 

⇒整備事業者を選定済の施設については，計画的な施設整備を管理 

⇒整備事業者が未選定の施設については，公募による事業者選定を実施 

 

①特別養護老人ホーム（４期計画【H21～23】中に 250 床(5 施設)／計画 250 床(5 施設)を整備） 

４月 ・整備内容の指導・協議 

７月 ・整備工事着手（前年度選定済の 2事業者） 

３月 ・2施設完成予定 

②介護老人保健施設（４期計画中は未整備／計画 100 床(1 施設)） 

  ６月～・再募集に向けた募集方法や利用者ニーズの検討を開始 

③地域密着型特別養護老人ホーム（４期計画中に 116 床(4 施設)／計画 116 床(4 施設)を整備） 

４月 ・整備内容の指導・協議 

７月～・整備工事着手(前年度選定済の 3 事業者) 

３月 ・3施設完成予定 

④グループホーム（４期計画中に 54 人(3 施設)／計画 72 人(4 施設)を整備） 

  ４月 ・１事業者の公募開始 
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  ７月 ・応募締切（１事業者が応募） 

・１次審査実施（応募要件に不適合） 

  ８月 ・整備工事着手（前年度選定済の１事業者） 

     ・１事業者の再公募開始 

  10 月 ・再公募に係る１次・２次審査実施(非選定) 

３月 ・1施設完成予定 

⑤小規模多機能型居宅介護（４期計画中に 8施設(8 圏域)／計画 19 施設(19 圏域)を整備） 

  ４月 ・12 圏域での公募開始 

  ７月 ・応募締切（１事業者が応募） 

・１次審査・２次審査実施（通過） 

  ８月 ・事業者決定，整備内容の指導・協議 

     ・再公募開始（11 圏域） 

  ９月 ・応募締切（応募事業者なし） 

  10 月 ・整備工事着手（既選定済の２事業者） 

３月 ・2施設完成予定 

⑥認知症対応型通所介護（４期計画中に 4施設(3 圏域)／計画 15 施設(15 圏域)を整備） 

  ４月 ・15 圏域での公募開始 

  ７月 ・応募締切（応募事業者なし） 

  ８月 ・再公募開始（15 圏域） 

  ９月 ・応募締切（応募事業者なし） 

 

 

●障がい福祉施設の整備促進 

⇒計画的な施設整備を管理 

・障がい福祉サービス事業所（２事業所） 

５月～・事業者・国と整備内容・スケジュール等の検討  

10 月 ・整備内容・スケジュール（23～24 年度の２ヵ年）等の決定 

１月 ・整備工事着手 

※２事業所の定員数（見込み） 

     生活介護        24 人 

     自立訓練（生活訓練）   6 人 

     就労移行支援      32 人 

     就労継続支援（Ｂ型）  40 人 

     短期入所         2 人 

●保育所・認定こども園等の整備 

⇒待機児童解消に向けた施設整備 

（H23 整備（H24 開設分）合計 340 人定員増） 

【新設保育所 ２園（180 人増）】 

南部：６月 ・新設法人設立認可 

８月 ・着工 

３月 ・完成予定 

東部：７月 ・新設法人設立認可 

10 月 ・着工 

３月 ・完成予定 

【民営化保育所 ２園（20 人増）】 

北  ：６月 ・整備事業者選定 

    10 月 ・着工 

H24 年５月 ・完成予定 

不動前：９月 ・着工 

３月 ・完成予定 

【認定こども園 ２園（130 人増）】 

４月 ・整備事業者選定 

10 月 ・着工 

３月 ・２園完成予定 

【建替 １園（10 人増）】 

８月 ・着工 

３月 ・完成予定 

３ 

子どもを安心して生み育

てられる環境の整備 

 

●多様な保育サービスの拡充 

⇒長時間延長保育実施園，病児・病後児保育事業の拡充 

４月 ・一時預かり事業１施設追加（3→4施設） 

・家庭的保育事業１箇所追加（6→7箇所） 

５月 ・家庭的保育事業１箇所追加（7→8箇所） 

７月 ・病児保育検討施設の意向確認 

８月～・保育所等整備に併せて一時預かり事業の施設整備に着手 
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Ⅱ 市民の学ぶ意欲と豊かなこころを育むために 

No 項   目 
●２３ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

⇒平成２３年度事業内容の達成のための取組（１月末現在） 

４ 

小中一貫教育と地域学校

園の推進 

 

●モデル地域学校園における小中一貫教育の実施，検証 

⇒モデル地域学校園における取組の推進 

４月～・「会話科」「宮・未来キャリア教育」など小中一貫教育カリキュラムの実施 

５月～・運営会議や小中学校教職員の部会による小中教職員連携 

・小中学校教員による相互乗り入れ授業の実施 

・事務職員，栄養職員，図書館司書，養護教諭等の一人配置職員の連携 

７月 ・共同事務実施のための手引書（暫定版）の配付 

   ・地域学校園単位での学校長と事務職員の情報交換 

10 月 ・地域学校園単位での学校長と養護教諭の情報交換 

⇒モデル地域学校園の検証 

４月～・「学校教育環境整備プロジェクト会議」，「小中一貫教育推進本部」(庁内推進組織)の開催

５月～・「小中一貫教育推進会議」（外部懇談会）の開催 

11 月 ・「小中一貫教育推進会議」より意見書提出 

  ・モデル教職員対象アンケートの実施 

    〔アンケート結果〕 

・小中教職員の学習指導に関する相互理解が深まる，会話科「英会話の時間」で子ども

が英語を聞くこと，話すことに慣れ親しんでいるなどの効果が見られる。 

 

●地域学校園の推進 

⇒学校教育活動への参画，促進と地域教育活動の推進 

４月～・あいさつ運動や地域清掃活動等の実施 

⇒地域学校園推進方策の検討 

５月～・小中一貫教育推進会議の開催 

６月～・モデル校校長による情報交換会の開催 

 

●小中一貫教育と地域学校園の全市実施に向けた準備 

⇒教職員への先行事例等の周知徹底と啓発 

４月～・各種研修の実施 

５月 ・「小中一貫教育と地域学校園」手引書（暫定版）の配付 

６月～・小中副校長，小中一貫教育担当者を対象とした研修会での手引書説明と事例発表 

７月 ・小中校長，事務職員を対象としたモデルの事例発表 

10 月 ・小中校長，養護教諭を対象としたモデルの事例発表 

11 月  ・全小中学校の担当教員を対象とした小中一貫教育講演会（先進自治体講師）の実施 

・広報紙「きずな」の配付 

１月～ ・全市実施用「小中一貫教育と地域学校園」手引書の作成と配付 

⇒保護者，地域各種団体等への周知・啓発 

４月～・各種団体への説明（自治会連合会,まちづくり組織,子ども会等：１６団体） 

・広報紙「つなぐ」（制度説明版）の配付 

・出前講座等の実施（保護者・地域住民対象：１４回） 

８月 ・広報「うつのみや」特集号発行 

・“地域はみんなの学校”フォーラムの開催 

10 月  ・オリオンスクエア大型ビジョン等での周知用ＤＶＤの放映 

11 月 ・リーフレットの全戸回覧 

12 月～・魅力協議会を通した地域団体，企業等へのリーフレット，ポスター配付 

・“地域はみんなの学校”活動事例集の作成，配付 

１月  ・成人式での周知用ＤＶＤ放映 

⇒モデル以外の地域学校園における体制づくり 

４月～・運営会議や小中学校教職員による部会の設置及び地域学校園協議会の開催等 

６月～・地域学校園における小中教職員合同研修会の開催 
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Ⅲ 市民の快適な暮らしを支えるために 

No 項   目 
●２３ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

⇒平成２３年度事業内容の達成のための取組（１月末現在） 

５ 

地球温暖化対策の推進 

 

●地球温暖化対策関連事業 
⇒地球温暖化対策地方公共団体実行計画の策定検討 
 国のエネルギー政策の動向を見極めながら，本市が講ずべき施策・事業等を検討 
⇒住宅用太陽光発電システム・高効率給湯器設置費補助の実施 
６月～・申請予約受付開始 
８月 ・高効率給湯器設置費補助（1,000 件）の予約受付終了 
９月 ・太陽光発電システム設置費補助（1,050 件）の予約受付終了 
 
⇒省エネ施策の推進 
・節電対策 
５月～・市民に対する節電の実践に係る情報の発信（ホームページ，広報紙，自治会回覧等） 
６月～・市有施設における節電計画の策定・公表 
７月～・節電計画に沿った取組を開始（～９月） 
10 月 ・最終結果の公表 

（電力の削減率 ７月：３１％，８月：２８％，９月：３１％） 
12 月 ・広報紙（政策広報）における省エネルギーの周知・啓発 
   ・冬の節電対策に関する普及啓発（広報紙，ホームページ等） 
・ＥＶ・ＰＨＶの普及促進 
６月～・「とちぎ電気自動車等普及促進協議会」への参画 
７月 ・「とちぎＥＶスマートシステム構築」部会において企業等との意見交換 
10 月～・栃木県との意見交換 
12 月 ・「とちぎＥＶスマートシステム構築」部会において企業等との意見交換 
 
 

●宇都宮市一般廃棄物処理基本計画の策定 

⇒基本計画の策定 

４月～・庁内検討 

７月 ・廃棄物減量等推進審議会で審議（素案作成） 

   ・パブリックコメント実施 

９月 ・廃棄物減量等推進審議会で審議（答申） 

 ・計画の策定・公表 

    【特徴】 

    ・ごみの減量目標の設定 

    ・３Ｒ施策（ごみの発生抑制，再使用，再生利用）  

    ・中間処理施設と最終処分のあり方を位置づけ 

など 

 
６ 

一般廃棄物の適正処理の

推進 

 

●宇都宮市一般廃棄物処理施設基本構想の策定 

⇒中間処理施設や最終処分場の概要を検討 

７月～・庁内検討の開始  

【主な検討内容】 

・中間処理施設 

処理方式，施設配置，事業手法等の検討 

・最終処分場 

施設構造，事業手法等の検討 
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Ⅳ 市民の豊かな暮らしを支える活気と活力のある社会を築くために 

No 項   目 
●２３ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

⇒平成２３年度事業内容の達成のための取組（１月末現在） 

●産業振興ビジョンの策定 

⇒各産業分野の経営者等で構成する産業振興懇談会等において検討 

６月～・懇談会の開催（３回） 

７月～・ビジョンの検討 

【主な検討内容】 

・第１次産業から第３次産業までの分野横断的な取組や，地域産業の強化等 

・ビジョン素案の取りまとめ ７ 

産業振興の推進 

 

●大谷地域振興策の取りまとめ 

⇒地域住民との意見交換による検討 

６月～・意見交換の実施（３回，事業の検討・取りまとめ） 

８月～・事業実施に向けた地元との調整 

10 月～・新たな地域振興策の検討に向け，地域住民と協議し，意見交換メンバー選出を依頼 

11 月～・意見交換の実施（２回，地域の現状・課題等について意見交換） 

●中小企業金融支援対策の推進 

⇒「中小企業融資貸付」・「信用保証料補助」の継続実施 

４月～・継続実施 

⇒「緊急景気対策特別資金（災害関連）」・「節電対策特別資金」の制度創設 

４月～・「緊急景気対策特別資金（災害関連）」の運用開始 

     【24 年 1 月までの実績】 

     融資 19 件  116,450 千円 

８月～・「節電対策特別資金」の制度創設，運用開始 

     【24 年 1 月までの実績】 

     融資 2件   12,000 千円 

 ８ 

経済対策の推進 

 

●雇用支援対策の推進 

⇒緊急雇用対策事業および雇用助成制度の実施 

４月～・緊急雇用創出事業（１８４事業），ふるさと雇用再生特別事業（１１事業）の継続実施 

・雇用助成制度（５２人），トライアル雇用助成制度（９０人）の継続実施 

７月～・震災対応分野新設に伴う緊急雇用創出事業の追加実施（４１事業） 

９月～・雇用調整助成金申請支援事業の実施 

   ・新卒未就職者等ジョブ・トレーニング事業の実施（５事業５４人） 

・資格取得講座の実施（４講座１８０人） 

11 月～・新卒者等向けセミナーの実施（２講座５６人） 

 

●組織的な農業経営体の育成 

⇒「地域農業担い手支援ネットワーク」等による推進 

４月～・今後の集落営農組織化に対する支援方策の検討   

７月～・篠井地区集落座談会開催に向けた関係機関との調整 

８月 ・篠井地区集落座談会の開催（集落による推進委員会の設置） 

９月 ・清原地区集落座談会開催に向けた関係機関との調整 

１月 ・ＪＡ営農経済センターによる集落営農組織との意見交換会の開催 

 

⇒ＪＡ出資型生産法人の設立検討 

５月 ・県,ＪＡと今後の進め方についての協議 

６月～・ＪＡ出資型法人の設置に係る調査・研究委託内容の検討 

９月～・調査業務委託(3 月完了予定) 

10 月～・ＪＡ組合員へのアンケート調査実施 

１月 ・検討会議(アンケート結果報告等) 

 

９ 

農業王国うつのみやの推

進 

●地産地消の推進 

⇒推進店制度の普及，消費拡大に向けた啓発 

４月～・風評被害対策を含めた啓発活動（市長によるトップセールスや観光ＰＲ活動，各種イベン

ト等と連携し実施） 

５月 ・地産地消推進店の募集 

７月 ・地産地消推進店の審査及び認定（１０件） 

    →内訳  ・農産物直売所 １件 

      ・飲食店・宿泊施設 ９件 

12 月～・直売所等の農産物の放射性物質検査の実施及び結果の公表 
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 ●資源循環型農業の推進 

 

⇒水稲栽培における堆肥施用効果に係る各種調査の実施 

４月 ・試験ほ場の土壌採取・分析 

・生産者ヒアリングの実施 

５月～・試験ほ場の生育調査の実施 

９月 ・試験ほ場の収量調査等の実施 

12 月 ・共同研究中間報告会の開催（食味試験等の実施） 

 

⇒菜の花プロジェクトの推進（菜種の栽培手法や菜種油の利活用の研究など） 

６月 ・菜種油を使用した料理の試食販売の実施（プロジェクトの周知・菜種油の消費拡大） 

７月 ・宇都宮市菜の花プロジェクト推進協会総会開催 

10 月 ・農業機械での軽油代替燃料利用に向けた生産者組織との調整 

11 月～・トラクターでのＢＤＦ長期使用のための実証試験の実施（３月まで） 
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Ⅴ 都市のさまざまな活動を支える都市基盤の機能と質を高めるために 

No 項   目 
●２３ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

⇒平成２３年度事業内容の達成のための取組（１月末現在） 

 都心部活性化の推進及び回遊性の向上 

 ●大型映像装置を活用した賑わい創出事業 

⇒大型映像装置の設置・運用 

５月 ・大型映像装置設置工事に着手 

９月 ・拠点広場条例の改正 

10 月 ・大型映像装置竣工，運用開始 

    ・ジャパンカップクリテリウムのパブリックビューイング実施 

 

 

 ●オリオン通り歩行者・自転車共存社会実験の実施 

⇒地元商店街や関係団体等との協議・調整 

４月～・関係機関との協議・調整 

９月～・社会実験実行委員会の設置・開催 

10 月 ・実施計画の策定 

・利用者や地元等への周知 

11 月 ・社会実験の実施（11/19～25） 

 

 

 ●中心商業地の魅力の向上 

４月 ・中心商業地出店等促進事業補助金の一部改正（補助対象の拡充など） 

６月 ・学生による空き店舗活用活性化事業の提案募集開始 

８月 ・学生による空き店舗活用活性化事業の提案審査会開催⇒優秀提案事業決定 

10 月 ・学生による空き店舗活用活性化事業の優秀提案事業の実践開始 

※オリオン通り２店舗，ユニオン通り１店舗 

 

 

 

中心市街地活性化の推

進 

 

●「中心市街地活性化基本計画」に計上した各種活性化事業の着実な推進 

⇒各種事業の円滑な実施 

５月 ・まちづくり推進機構総会の開催 

７月 ・中心市街地活性化協議会総会の開催 

９月～・秋の街なかイベントの開催 

イベント数：11 件 

10 月 ・WELCOME クリテリウムの開催 

   ジャパンカップクリテリウムに併せ，中心市街地で宇都宮の魅力を発信するイベントを開催

11 月 ・ＪＲ宇都宮駅西口周辺地区交通実態調査の実施 

１月 ・ＪＲ宇都宮駅西口地区まちづくり協議会設立 

 

 

 宇都宮駅東口地区整備

事業 

 

●立地施設への導入機能等の検討 

⇒民間事業者の動向・意向の把握 

７月～・民間事業者へのヒアリング調査（東日本大震災による本事業への影響等） 

⇒有識者等による検討 

８月 ・第５回宇都宮駅東口地区整備推進懇談会の開催 

（宇都宮駅東地区に導入が望ましい補完機能など） 

11 月 ・第６回宇都宮駅東口地区整備推進懇談会の開催 

     （宇都宮駅東口地区整備推進懇談会からの提言について（素案）） 

 

 

10 

 土地区画整理事業の推

進 

（小幡・清住地区） 

 

●事業計画の検討と事業認可に向けた住民理解の促進 

⇒地元住民や関係機関との協議の実施，住民説明会の開催 

４～５月・清住通りまちづくり検討部会の開催 

５月～・住民説明会の開催 

６月～・小幡清住地区まちづくり協議会の開催 

・関係機関協議の実施 
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 地域拠点整備の推進 

 雀宮駅周辺地域の整備 

 
●雀宮駅周辺地域の整備推進 

⇒用地取得，建物移転補償，工事等の実施 

４月～・用地交渉を実施 

・関係機関協議（県，ＪＲ等）を実施 

８月～・西口駅前広場や周辺道路（市道 713 号線）整備を実施 

 
11 

 岡本駅周辺地域の整備 

 

●岡本駅橋上駅舎整備等の推進 

⇒ＪＲ東日本と橋上駅舎等の整備に関する基本設計協定等の締結，交通結節点機能強化に向けた東

西駅前広場等の整備内容の調査 

５月～・橋上駅舎等の整備に向けた JR 協議 

10 月～・ＪＲ岡本駅周辺地域整備方針の検討 

12 月～・ＪＲと「東西自由通路・橋上駅舎整備に関する基本設計」の協定締結・着手 

 

●「宇都宮都市交通戦略」の推進 

⇒庁内関係課及び関係機関により各施策事業を実施するとともに中長期施策事業の見直しについ

て検討中 

６月 ・宇都宮都市交通戦略推進懇談会の開催 

７月～・今後の取組に関する交通事業者，関係機関と調整 

１月 ・重点施策事業等の進捗状況の確認 

 

●新交通システム（ＬＲＴ等）に関する市民理解の促進 

⇒市民理解の促進 

４月～・「うつのみやが目指すまちづくりと公共交通ネットワーク」パンフレットに対する市民意

見の取りまとめ 

５月 ・市民意見の取りまとめ結果の公表 

８～10 月 

・「うつのみやが目指すまちづくりと公共交通ネットワーク」に関するオープンハウスの開催

開催会場：地区市民センター等 ２１会場 

     延べ日数：６９日間 

     来場者数：４，４６３人 

11 月 ・オープンハウスの開催結果の公表 

12 月～・「公共交通ネットワークの構築と東西基幹公共交通」に関する市民説明に向けた準備 

 

12 

公共交通ネットワークの

充実 

 

●生活交通の確保 

⇒地域内交通の早期導入と利用促進に向けた地域への取組支援 

⇒上河内地域代替バスユッピー号の新しい公共交通への転換に向けて地域と連携した取組の推進 

４月～・地域内交通の導入に向けた各地区の取組支援 

６月 ・運行計画決定（篠井） 

７月～・「雀宮地区地域内交通検討部会」設置・開催 

８月～・「上河内地域公共交通検討委員会」設置・開催 

10 月～・国本地区「くにもとふれあい号」試験運行開始 

11 月～・篠井地区「篠井はるな号」試験運行開始 

12 月～・城山地区「古賀志孝子号」本格運行移行 

 

●自転車走行空間の整備 

⇒道路状況に応じた自転車走行空間の整備 

７月 ・優先整備路線の整備方法等に関する県警本部との協議調整 

９月 ・越戸通り（市道 21 号）の整備着手 

10 月 ・大錦橋通り（市道 27 号）の整備着手 

・上河原通り（市道 7号）の整備着手 

１月 ・いちょう通り（市道 4号）の整備着手 

 
13 

「自転車のまちうつのみ

や」の推進 

（自転車利用活用の促進） 

 

●休憩スポット（自転車の駅），駐輪場の整備促進 

⇒公共施設，民間施設などへの休憩スポット（自転車の駅）の設置 

５月～・民間施設等との協議調整 

10 月～・１６施設に自転車の駅を設置，運用開始 

⇒ＪＲ宇都宮駅西口，東武江曽島駅への駐輪場整備 

４月～・関係機関等との協議調整 

１月～・JＲ宇都宮駅西口：施工開始 

   ・東武江曽島駅：鉄道事業者との協議調整 
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●自転車利用・活用の促進に向けたモデル事業の実施 

⇒モビリティセンター（宮サイクルステーション）の運営 

５月～・利用者アンケート，関係機関へのヒアリングの実施 

７月～・アンケート及びヒアリング結果を踏まえた本格実施の検討 

10 月 ・実施事業者と平成２４年度事業についての協議 

⇒観光（おもてなし）レンタサイクルの導入 

５月～・利用者アンケート及び実施施設へのヒアリングの実施 

７月～・アンケート及びヒアリング結果を踏まえた本格実施の検討 

10 月 ・モデル事業の期間延長に伴う実施施設との協定書更新  

 

●スポーツ振興を通じた自転車利用の促進 

⇒ジャパンカップ（ロードレース・クリテリウム）の開催 

６月 ・実行委員会の開催（大会要項の決定） 

10 月 ・ジャパンカップ開催 

      →過去最高の観戦者を記録 
        クリテリウム    ３万人 
        ジャパンカップ ７万３千人 
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Ⅵ 持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立するために 

No 項   目 
●２３ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

⇒平成２３年度事業内容の達成のための取組（１月末現在） 

●宇都宮ブランド推進協議会の運営 

⇒宇都宮ブランド推進協議会の開催 

→ ５月・１０月に開催 

⇒本市の魅力の「認知度」「信頼度」アップに向けた取組実施及び情報発信 

・公式ホームページ宮カフェの運営 

・各種イベントやアンテナショップ宮カフェと連携したＰＲ活動（随時） 

・「愉快の日」の推進 

→愉快市民：１，６４０人（１月末現在） 

→愉快市長：６月以降，大銀杏，ミヤリー，宇都宮タワー，釜川，宇都宮城を任命 

→愉快ＳＨＯＰ：５２店舗（１月末現在） 

・市民ボランティア活動への支援（随時） 

→千匹黄鮒プロジェクト等 

・企業や団体などの愉快マークの活用促進 

→１１７団体が作成（１月末現在） 

・宇都宮愉快フェスティバルの開催 

→宇都宮愉快ＣＭコンテスト（２８作品応募） 

→ゆるキャラ相撲大会 

・ミヤリープロモーション（７月～） 

→市のマスコットミヤリーを活用したＰＲ活動 

→年賀状コンテスト（６４作品応募） 

 

 

●アンテナショップ「宮カフェ」の運営支援 

⇒４月～ 経営会議（商工会議所，テナント，市）において運営に関する協議実施 

・来店者数は概ね順調に推移（１２月来店者約２万人） 

・効率的・自立的な運営に向けた協議実施 

 

 

14 

宇都宮ブランドの確立 

 

●ラジオを活用した情報発信 

⇒４月～ ＦＭ栃木で「愉快なラジオ」を放送（毎週金曜日） 

・ブランド戦略の取組やイベント情報，行政情報等を発信 

 

 

15 

市政情報コールセンター

の設置 

 

●運営体制の構築，開設 

⇒開設に向けての体制づくり 

⇒市民への周知 

５月～・「よくある質問集」の準備 

   ・ＦＡＱシステム導入準備 

７月 ・広報紙等による愛称募集 

８月 ・愛称選定「おしえて宮」 

９月 ・広報紙，テレビ，ラジオを活用した周知 

・「よくある質問集（約 1,600 問）」の作成 

10 月 ・コールセンター開設（3日） 

・ＦＡＱ（よくある質問）の市ホームページ公開 

 

（参考） 

入電状況（10 月～1月） 

 総入電件数 35,353 件 

 

 

(内訳) 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定取次ぎなど 28,770 件 

問い合わせ    6,583 件（※） 

※問い合わせの約 93%をワンストップで対応 
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●地域行政機関の取扱業務・組織体制の見直し 

⇒取扱業務についての全庁的検討 

４月～・全庁的検討 

12 月 ・見直し業務の決定，新年度からの実施に向けたマニュアル作成等 

 

 

16 

地区行政の推進 

 

●地区行政推進計画の改定 

⇒地区行政推進委員会等における検討及び地域まちづくり組織等からの意見聴取 

４月～・施策の方向・推進方策などについて庁内検討 

５～１月・住民自治推進の考え方・取組について地域まちづくり組織，連合自治会，みんなでまち

づくり会議への説明，意見交換・アンケート調査の実施及び計画への反映 

１月～・パブリックコメントの実施 

 

 

●利便性の高い施設整備の推進 

⇒施設改装工事，利用条件の決定，オフィス入居者選定等の着実な推進 

６～８月・施設改装工事 

９月 ・施設設置条例・施行規則制定 

10 月 ・オフィス入居団体募集 

   ・施設愛称募集 

11 月 ・オフィス入居団体決定（13 区画募集のうち 8 団体 10 区画入居） 

・施設愛称「まちぴあ」に決定 

12 月 ・オフィス入居団体説明会 

１月 ・施設供用開始 

 

17 

まちづくりセンターの整

備 

 

●円滑な運営体制の構築 

⇒市民協働の推進に向けた施設機能を十分発揮し更なる充実を図れるような指定管理者の選定 

４～５月・指定管理者募集 

６月 ・資格，提案審査 

９月 ・指定管理者決定 

10～12 月・指定管理者との運営に係る協議・調整 

 

 


